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１．は じ め に

　我が国の人口は，社会保障人口問題研究所の予測よりも２年早くピークを迎え，２００５年から減少

し始めた。国勢調査のデータを見ると，６７２市（２０００年の国勢調査時点）のうち，３１８市が，１９９５年

から２０００年にかけて人口減少を記録している。しかしながら，大半の自治体，特に，三大都市圏の

大多数の自治体では，人口減少という表現がタブーではなくなりつつあるものの，人口減少から派

生する地域問題に対する取り組みはおろか，問題の整理にも取り掛かっていない状況にある。
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人口減少期における市街地のコンパクト化について

平　　　修　久

A Study of Compaction of Urbanized Area in an Era of Decreasing Population

Nobuhisa TAIRA

　In this era of decreasing population, urbanized areas should be made compact in order to maintain 

the vitality of a city and efficiency in various activities.   There are seven types of urban compaction 

with respect to a whole city and DID, according to data on population, area, population density, and 

the population share of DID.  Compaction of DID can be defined as increase in the population density 

of DID without expansion of the area, while that of a whole city can be defined as increase in the 

population’s share of DID. Two types are compaction involve both DID and a whole city, one type is 

that of a DID, and the remaining four types are those of whole cities.  Some compaction cases are ac-

companied with decay of DID.  With Japanese census data for 672 cities during 1970-2000, cases of 

DID compaction were found to be far less than compaction of whole cities.  Cases of desirable com-

paction both DID population and density increased are not many.  Only five cases are found to be 

those of continuous DID compaction.  Also, large-scale compaction cases are limited.  This statistical 

analysis thus reveals that urban compaction is not easy to achieve and therefore, requires some effec-

tive policy tools.
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　人口減少は，財やサービスの需要及び供給の減少，そして，人口の年齢構成の変化をもたらし，

地域の社会や経済に様々な問題を発生させる⑴。そのような中で，都市中心部の維持は，最も重要

な課題の一つである。都市中心部の衰退は，都市の魅力と求心力に損害を与え，人口減少を加速さ

せることになる。

　都市中心部の活力を維持するためには，比較的高い人口密度で，コンパクトな市街地を形成，保

持する必要がある。中心部のコンパクト化は，公共サービスの提供効率ばかりではなく，伝統，文

化，地域特性の維持にも不可欠である⑵。コンパクト化が図られないと，これらの貴重な地域資源

は容易に失われ，地域経済の崩壊とともに人口減少が加速する恐れがある。

　OECD（経済協力開発機構）は，“Japan Urban Policy”（２０００年）の中で，８項目の政策を提案し

ている。最初の項目は，都市中心部の再活性化と，都市を持続させるための郊外開発のマネージメ

ントである。そのため，OECDではコンパクトで機能的な都市開発を提案している⑶。

　このように，都市中心部は，人口減少期においてその重要性を増している。中心部の再活性化に

ついては研究され，実際に推進されているが，中心部のコンパクト化に関する研究は，まだ，十分

になされていない。特に，定量的な議論はほとんどみられない。そこで，本論では，主に都市中心

部に焦点を当てコンパクト化について定量的な観点から論じることとする。

　まず，地方都市の中心部の状況と，人口集中地区（以下，DID=Densely Inhabited District）の変

化を概観する。次に，都市のコンパクト化を定量的側面から定義する。この定義に基づいて，コン

パクト化の状況を国勢調査のデータをもとに分析する。合わせて，DID人口のネットの変化量を推

計する。これらの分析を踏まえて，最後に，コンパクト化の展望を述べる。

２．地方都市の中心部の現状

　北海道や福岡県などの旧炭鉱都市は，炭鉱の閉山により急激に人口が減少した。炭鉱会社が炭鉱

住宅を取り壊した夕張市や三笠市では，人口減少とともに市街地が縮小した。しかしながら，炭鉱

住宅を自治体が購入し，公営住宅とした都市では，人口減少をある程度抑制することができた。例

えば，福岡県田川市では，国の改良事業制度を活用し，炭鉱住宅を４階建て改良住宅（１９９９年現在，

３,６９５戸，市営住宅の７８.７％に相当）に建替えた。

　都市経済が重工業に過度に依存していた都市では，産業構造の転換で大幅に人口が減少した。重

工業の企業は，一般的に都市中心部に社宅を所有していたので，産業構造の転換は，人口減少によ

り都市の活力を奪っただけではなく，空き地と空き家を集中的に出現させた。

　北海道の室蘭市では，新日本製鉄の工場が操業を縮小した。工場労働者は，解雇もしくは配置転

換された。このことは，都市中心部に空き地や空き家を発生させた。人口減少は，そのような地区

の衰退を招いた。製鉄工場がフル稼働している間は，工場の正門前には２５０軒もの商店が軒を連ね
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ていた。しかし，操業の縮小により，多数の商店が閉店した。そこで，商店会は，室蘭市や専門家

とともに再生計画を作成した。

　その計画に基づいて，商業の活力を維持するため，何軒かの店舗は，地区の中心部に建設された

商業施設に移転した。次の活動として，商店会の中心メンバーは，周辺の坂の上に住んでいる人に，

坂の下の地区の中心部へ転居することを勧めている。しかし，高齢の住民は，同じ地区内であって

も転居を嫌っている。このような事実から，郊外から中心部への転居を伴うコンパクト化は実際に

は容易ではないことが読み取れる。

３．人口集中内区の推移

　本論では，DIDを都市の中心部として統計的に分析する。DIDは，市区町村の境域内で人口密度

の高い国勢調査の基本調査区（原則として人口密度が１㎢ 当たり４,０００人以上）が隣接して，その

人口が５,０００人以上の地域である⑷。

　６７２市（２０００年１０月１日現在）のうち，１０市が，１９７０年以来DIDを有していない。２３市が，１９７０

年から２０００年の間にDIDを喪失した。これら２３市のうち，大都市圏に属する市が４市あるが，それ

らは，実際の都市圏の範囲としてしばしば用いられる１０％通勤圏の周縁部に位置している。

　１９７０年から２０００年にかけて，表１に示すように，４７７市（７７.２%）がDID人口を増加させ，１４１市

（２２.８%）がそれを減少させた。５９７市（９６.６%）が，DID面積を増加させ，２１市（３.４%）のみ縮小さ

せた。人口密度については，１０３市（１６.７%）のみ上昇した。過去１０年間（１９９０-２０００年）のデータを

３０年間の値と比べると，DIDの人口と面積の両方が増加した市とDIDの人口密度を低下させた市が

大幅に減少した。また，１８３市もの市がDID面積を縮小させた。このように，拡大から縮小へと移行

したDIDが増加している。
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表１　DID人口及び面積の変化別の市数（１９７０-２０００年）

DID人口
１９９０－２０００１９７０－２０００

計減少増加計減少増加
４５４１０２３５２５９７１２３４７４増加DID

面積 １８３１３５　４８　２１　１８　３減少
２７５　２９２４６１０３　２１０１増加DID

人口密度 ３６２２０８１５４５１５１３９３７６減少
６３７２３７４００６１８１４１４７７計

注：該当する年にDIDが存在した市のみ対象にした。
出典：総務省『国勢調査報告』より作成



　１９９０年から２０００年にかけて，DID人口が３０％以上も減少した市は，次表に示すとおりである。須

崎市と熊野市は５０％近く減少し，小野田市は，９,３３１人という最大の減少を記録した。

　１９７０年から２０００年にかけてDID面積が減少もしくは横ばいであった２１市のうち，三鷹市と旭市の

み継続的にDIDが縮小傾向にあった。しかしながら，３０年間に減少した面積は，それぞれ，０.３㎢

及び０.４㎢にすぎない。

　１９７０年から２０００年にかけて，１０市が継続的にDIDの人口とともに人口密度を減少させた。一方，

同期間において，DIDの面積と人口密度の両方を減少させた市はない。

　同じ３０年間において５年間ごとの６７２市の人口変動（全部で４,０３２ケース）をみると，１,１４７ケース

（２９.８%）は，全市の人口が減少した。３２９ケース（２８.７%）は，DID人口を増加させ，８１８ケース（７１.３%）

は減少させた。８１８ケースのうち，DIDでない郊外の人口が増加したのは，３４７ケースである。これ

らのケースは，人口の分散，すなわち，コンパクト化の正反対の変動である。
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表２　DID人口が過去１０年間で急激に減少した市

００－９０００－９０２０００１９９０
－６,０６５－４８.３％６,４９０１２,５５５須崎市（高知県）
－４,６３６－４８.０％５,０３１９,６６７熊野市（三重県）
－３,７６６－４２.７％５,０４９８,８１５日光市（栃木県）＊１

－２,７６１－３４.５％５,２４５８,００６鹿角市（秋田県）
－９,３３１－３２.０％１９,７９８２９,１２９小野田市（山口県）＊２

－２,５３１－３１.８％５,４１９７,９５０三笠市（北海道）
－２,７７３－３０.５％６,３０８９,０８１天竜市（静岡県）＊３

＊１：旧日光市，現在の新しい日光市の一部
＊２：旧小野田市，現在の山陽小野田市の一部
＊３：旧天竜市，現在の浜松市の一部
出典：総務省『国勢調査報告』より作成

表３　DIDと郊外（DID以外の地区）の人口の変化率の正負別の事例数

郊外人口の変化率
計郊外なし－ －－＋
３２９１３２８＋

DIDの人口の
変化率 ８１８４２

１９６
３４７

－
２３３－ －

１,１４７４３７５７３４７計
注１：全市人口が増加しているケースは除外。
注２：「－」は相対的に減少率が低く，「－－」は相対的に減少率が高いことを示している。
注３：全市人口が減少しながら，すべての郊外がDIDになった場合，DID人口が増加する可能性がある。
出典：総務省『国勢調査報告』より作成



４．コンパクト化の定義

４.１.　コンパクト・シティの概念

　１９７３年に，G.B. DantzigとT.L. Saatyが，“Compact City  A Plan for a Livable Urban Environment”

を出版した。この本の中で，彼らは，アメリカはエネルギーが不足し，スラム，混雑，汚染が増加

するという警告を踏まえて，コンパクト・シティの概念を提唱した。１９９０年代以降，コンパクト・

シティは，特に欧州諸国において，理想的な持続可能な都市として盛んに議論されている。コンパ

クト・シティの基本的アイデアは，住宅，業務，教育，レジャー施設などの多様な都市機能の集積

による都市中心部の再活性化である。すなわち，これは，人口増加をねらった伝統的な都市開発政

策とは極めて異なるものである。最近，コンパクト・シティは，通勤距離を短縮するため，交通混

雑緩和をもたらす都市政策として考えられている。また，市街地周辺の緑地の保存にも貢献する。

さらには，人口減少期において，都市の活力を維持することも期待されている。

　例えば，札幌，仙台，秋田，青森，神戸では，都市計画マスタープランなどの計画に，コンパク

ト・シティの概念を導入している。青森市は，都市発展の哲学として，コンパクト・シティを取り

入れている。この概念により，青森市は，より効率的な除雪作業，高齢化社会への対応，自然環境

との共生，地震などの自然災害の被害の削減，市民生活の利便性の向上を狙っている。

４.２.　コンパクト化の定義

　コンパクト・シティに関する従来の議論はやや抽象的であり⑸，そのため，定量的な定義は見当

たらない。コンパクト・シティという静的なものの代わりに，本論では，市街地の変化という動的

な観点から，都市のコンパクト化の定義を試みる。

　人口減少期の問題を議論するため，全市人口の減少を都市のコンパクト化の前提とする。一般的

に，都市のコンパクト化は，DIDと市全体を対象として議論できる。市全体を対象とする場合，コ

ンパクト化は，DIDへの人口の集中を意味する。すなわち，DID人口が減少しても，DID人口の減

少率が全市人口のそれよりも小さい場合は，DIDの人口シェアが高まることからコンパクト化した

とみなすことができる。DIDに関しては，コンパクト化は，地理的範囲の拡大を伴わない人口密度

の上昇⑹ と捉えることができる。一方，DID面積より高い率でDID人口が減少した場合は，DIDの

衰退であり，DIDのコンパクト化とは言えない。

　DIDの人口，人口密度，全市人口に対するシェアの変化に基づいて，都市のコンパクト化は，表

４に示すように７つのタイプがある。DIDの４つの指標の正負の組み合わせは１６通りあるが，残り

の９つの組み合わせは理論的に整合性が取れないものか，コンパクト化に該当しないものである⑺。

　タイプ１は，DID人口が増加する一方でDID面積が減少もしくは横ばいで推移する。したがって，
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人口密度の上昇によるDIDのコンパクト化である。郊外からDIDの中心部への流入や，DID中心部

の高密な住宅開発などが該当する。たとえば，近年，高齢化に伴い除雪作業を避けるために，東北

地方の中心的な都市では駅前などの中心部のマンションに転居する世帯が目立つようになってきて

いる。

　タイプ２と３は，DID面積が減少するが，DID人口がより小さな率で減少ないし横ばいで推移す

ることにより，DIDの人口密度が増加するケースである。これらは，比較的人口密度の低いDIDの

周辺部がDIDから除外され，比較的人口密度の高い地区がDIDとして残る場合である。また，都市

施設の廃止に伴ってDIDの面積が減少する場合もある。この場合は，人口は直接的ではなく間接的

に影響を受ける。前者のケースは，DIDの活力は維持可能であるが，後者のケースは，廃止された

都市施設の性質に応じて負の影響を受ける。タイプ２とタイプ３の相違点は，DIDの人口シェアが

上昇するか低下するかの違いである。

　タイプ４と５は，全市人口の減少にもかかわらず，DIDの人口と面積の両方が増加する場合であ

る。タイプ４とタイプ５の違いは，DIDの人口密度が上昇するか低下するかである。タイプ４は，

全市人口が減少してもDIDが高密化を伴って拡大するという特殊なケースである。

　タイプ６は，DID人口が減少するが，DID面積が増加するケースである。これは，DID自身の低

密化を伴う拡大を意味するため，DIDに関して最も望ましくないケースである。しかしながら，

DIDの人口シェアが増加するため，タイプ６は，全市的に見た場合のコンパクト化といえる。

　タイプ７は，DIDの人口，面積，人口密度のいずれもが減少する場合である。これは，DIDの衰

退を意味する。しかし，全市に対するDIDの人口シェアが増加するため，タイプ７も全市的に見た

場合のコンパクト化とみなすことができる。

　タイプ１と２は，DIDと全市の双方にとってのコンパクト化である。ただし，これらのタイプの

市はDIDの活力が維持できるかは不確かである。タイプ３は，DIDのみのコンパクト化である。タ

イプ４，５，６，７は，全市についてのみのコンパクト化である。タイプ４の市は，DIDの活力を維持

できるが，特に，タイプ５と６に分類される市は，他のタイプと比べて，人口減少期においてイン

フラと都市施設の維持管理とサービス効率の維持が困難になる可能性が高い。

　L.H. KlaassenとJ.H. Paelinckの「都市発展段階仮説」を当てはめると，タイプ１，４，５は，中心

部では人口が増加するが全体では減少するので，再都市化における絶対的集中に該当する。同仮説

によると，この段階は，都市発展の最終段階であり，新たなサイクルの都市化の段階の一つ前の段

階でもある。タイプ２，６，７は，再都市化における相対的集中に該当する。タイプ３は，衰退期の

相対的分散に相当する。

人口減少期における市街地のコンパクト化について

― 6 ―



５．コンパクト化の動向

　コンパクト化を１９７０年から２０００年の国勢調査のデータに当てはめると，その動向は表５に示すよ

うになる。１９８５年までは，コンパクトになったケースの数は各年とも７０未満であるが，９０年以降は

１００以上に急増している。すなわち，１９８０-８５年と１９８５-９０年の間には，コンパクト化した市のパーセ

ンテージに大きな差が見られる。特に，タイプ５はこの間に約６倍，タイプ６は５倍に増加してい

る。この一つの理由として，バブル経済下における一連の都市開発によるDIDの拡大が考えられる。

一方，１９８５-９０年と１９９０-９５年を比較すると，タイプ５と６が急減し，タイプ１，２，３，７が急増して

いる。すなわち，バブル崩壊直後は，DID面積拡大型のコンパクト化が減少し，DID面積縮小型の

ものが増加した。この理由の一つとして，工業や商業などの都市施設の閉鎖が考えられる。
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表４　コンパクト化の類型

７６５４３２１タイプ
－－－－－－－人口市
－－＋＋－,０－,０＋人口

DID
－,０＋＋＋－－－,０面積
－－－＋＋＋＋人口密度
＋＋＋＋－＋＋人口シェア

xxxDIDコンパクト
化 xxxxxx全市

表５　タイプ別コンパクト化数

％計７６５４３２１タイプ
１０.２％６５２１５４１２２１２１９７０－１９７５
８.９％５７０１２３５１５２２１９７５－１９８０
５.７％３７５８１７２２１２１９８０－１９８５
２４.６％１５８５４０１０１４４３１１９８５－１９９０
２３.０％１４８１９２４４５８２７１０１５１９９０－１９９５
１８.０％１１５９４３３３６１５２７１９９５－２０００
１５.１％５８０４０１４２２７２２３５５１９２９計

注：％は全市数に対する値。



　タイプ別にみると，タイプ５が最も多く，タイプ６がそれに続く。これらのタイプは，DIDでは

なく全市的なコンパクト化であり，人口減少期に望ましくない市街地の拡大を伴っている。DIDが

コンパクト化したケース（タイプ１，２，３）は合計１０３である。これらのタイプの中で，タイプ３が

最多であるが，このタイプはDIDの人口シェアが低下するので好ましくないコンパクト化である。

特殊なコンパクト化であるタイプ４は２３ケースある。２３ケースの中で，７ケースのみ，DIDの人口密

度が１％以上上昇した。

　いずれのタイプにおいても，表６に示すように，大都市圏における出現率は，地方圏よりも低い。

平均して，地方圏の出現率は，大都市圏よりも２.３０倍高い。これは，都市発展段階仮説の都市化か

ら再都市化への移行に関して，地方圏が大都市圏に先行していることに関係がある。特に，タイプ

２，３，５の出現率について，双方の間で平均値に大きな差が見られる。

　コンパクト化の前後の状況をタイプ別に示したのが表７である。タイプ４のケースが，DID人口

増加率の平均が６.１％で，最も高い。DID面積の増加率については，タイプ５が平均して９.８％で最も

高い。一方，タイプ３は，平均して１０.３％も面積を縮小させている。タイプ１，２，３は，DID人口密

度を上昇させており，DIDのコンパクト化を示している。これらのタイプの中で，タイプ２は，DID

の人口と面積を減少させながら密度を最も上げている。DIDの人口シェアについては，タイプ３の

み先に分類したとおり減少している。タイプ６と７の人口シェアの上昇率は平均して１％未満であ

り，これらは，限界的なコンパクト化といえる。

　DIDの人口シェアの高い平均値から判断すると，タイプ６は，大都市圏に位置する市で見られる。

また，タイプ６の市は，比較的人口規模の大きいという特徴が見られる。タイプ３は，人口規模，

DID人口・面積・人口シェアがそれぞれ最も小さいことから判断すると，DIDと市全体が衰退して

いることを示している。

人口減少期における市街地のコンパクト化について
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表６　タイプ別地域別のコンパクト化の状況

計７６５４３２１タイプ
１０８１０３４４２６８２６大都市圏コンパ

クト化
数

４７２３０１０８２３０１７４７１７２３地方圏
５８０４０１４２２７２２３５５１９２９計

６.６５％０.６２％２.０９％２.５９％０.３７％０.４９％０.１２％０.３７％大都市圏
コンパ
クト化
率

１５.３２％０.９７％３.５１％７.４７％０.５５％１.５３％０.５５％０.７５％地方圏
１２.３１％０.８５％３.０２％５.７６％０.４９％１.１７％０.４０％０.６２％計
２.３０１.５８１.６７２.８９１.４９３.１０４.４８２.０２地方圏／大都市圏

注：大都市圏は，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，三重県，京都府，大阪府，兵庫県。地
方圏はその他の道県。



　コンパクト化は長期的には続かない。コンパクト化した２８５市のうち，１回ないし２回コンパクト

化した市は，表８に示すように，６９.２％である。この３０年間にわたって継続してコンパクト化した

市は存在しないが，１０市のみ，１９７０年から２０００年にかけて５回経験している。これら１０市のうち，

３市についてのみ，表９に示すように連続してコンパクト化した。これら３市は，DIDの面積は増

加させたが人口密度を低下させた。これは，市全体に関するコンパクト化である。DIDを継続的に

コンパクト化した例は５市（静岡県天竜市，広島県竹原市，山口県岩国市，高知県須崎市，福岡県

田川市）のみである。
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表８　コンパクト化の回数の分布

コンパクト化市
回数

シェア数
４３.９％１２５１
２５.３％７２２
１７.９％５１３
９.５％２７４
３.５％１０５
０.０％０６
１００.０％２８５計

表７　タイプ別コンパクト化の前後の比較

計，平均７６５４３２１タイプ
５８０４０１４２２７２２３５５１９２９コンパクト化数

１３７,５０６６９,６６０２９４,７４６１０２,４０７７４,９２３４９,４８２５５,０３０６０,９６３前
全市人口 １３４,５６１６７,７６１２８７,１６０１００,８８２７４,１９８４８,４０６５３,３０４５９,８８８後

－２.１％－２.７％－２.６％－１.５％－１.０％－２.２％－３.１％－１.８％変化率
１０９,４２５５２,２６１２７０,６４２６８,５８２４４,７８０２７,４２４３４,５７９３７,７７２前

DID人口 １０８,８７３５１,４７９２６４,７９６７０,６４５４７,４９５２５,８９８３３,８７９３８,２７４後
－０.５％－１.５％－２.２％３.０％６.１％－５.６％－２.０％１.３％変化率
１３.８８.３２５.７１１.５１０.４５.３８.２７.５前

DID面積 １４.５８.３２６.５１２.６１０.９４.８７.８７.２後
４.８％－０.６％３.２％９.８％４.７％－１０.３％－５.９％－３.４％変化率
５,２６７４,９９７５,８４０５,４０６４,２０５４,６４９３,９８０４,３８７前

DID人口密
度 ４,９２１４,８９０５,３４１４,８４９４,3６２４,８４２４,２４４４,６１８後

－６.６％－２.１％－８.５％－１０.３％３.７％４.１％６.６％５.３％変化率
７９.６％７５.０％９１.８％６７.０％５９.８％５５.４％６２.８％６２.０％前

DID人口
シェア ８０.９％７６.０％９２.２％７０.０％６４.０％５３.５％６３.６％６３.９％後

１.３％０.９％０.４％３.１％４.２％－１.９％０.７％２.０％差
注：DID人口密度とDID人口シェアの変化率は単純平均。



６．DID人口の純増減

　DID面積は一般的に絶えず変動する。市街地開発によりDIDは拡大したり，人口の流出などによ

り縮小したりする。継続的にDIDである地域の人口（以下，「純DID人口」という）のデータは存

在しない。

　タイプ１はDID人口が増加するがDID面積が減少するので，残されたDIDの範囲の人口増加は，

DID人口の増加よりも多い。一方，タイプ４と５はDID人口を増加させるが，その増加は主にDID

の範囲の拡大によるものである。したがって，DID人口の純増減は，限界的な正の値か，場合に

よっては負の値をとる可能性がある。タイプ２と３については，DID人口の減少の一部は，DIDの

範囲の縮小によってもたらされる。このように，DID人口の減少は，継続的にDIDである地区の人

口変化とは等しくない。

　DID人口の純増減は，次の式から推定できる。

　DIDの範囲が拡大する場合は，

　　　⊿P ＝Pt+1 x（At/At+1）－Pt＝Pt+1－Pt－Pt+1＋Pt+1 x（At/At+1）

 ＝Pt+1－Pt－Pt+1 x（At+1－At）/At+1＝Pt+1－Pt－Dt+1 x（At+1－At）

　DIDの範囲が縮小する場合は，

　　　⊿P ＝Pt+1－Pt x（At+1/At）＝Pt+1－Pt＋Pt－Pt x（At+1/At）

 ＝Pt+1－Pt＋Pt x（At－At+1）/At＝Pt+1－Pt－Dt x（At+1－At）

DIDの人口密度が４,０００人/㎢以上の場合⑻は，

　　　⊿P ＝Pt+1－Pt－４０００ x（At+1－At）

　　　　ここに，⊿P：DID人口の純増減

　　　　　　　At ：時点tにおけるDID面積

　　　　　　　Dt ：時点tにおけるDID人口密度

　　　　　　　Pt ：時点tにおけるDID人口

　タイプ１と３に分類されるすべての市は，純DID人口を増加させた。逆に，タイプ４のすべての

人口減少期における市街地のコンパクト化について
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表９　２５年間継続してコンパクト化した市の状況

期間
DID

全市人口
人口密度面積人口

１９７５－２０００－１,７１４１.１１,３１７－１５,４９４芦別市（北海道）
１９７０－１９９５－２,２４６１.６２,１０１－４,８３０富良野市（北海道）
１９７０－１９９５－１,０５６０.５５７－５,６３８鹿角市（秋田県）

注１：単位は，人口は人，面積は㎢，人口密度は人／㎢。
注２：すべての数値は，コンパクト化期間の初めと終わりの年の差。



市は減少させた。このことは，タイプ４をDIDのコンパクト化に含めないことの妥当性を示してい

る。タイプ２に該当する市の中でDIDの人口密度が４,０００人/㎢より低い市は，純DID人口を増加さ

せたが，その規模は４,０００人未満である。タイプ５の市は，タイプ２と逆である。

　表１０に示すように，純DID人口の減少は７８.３％，増加は２１.７％である。３４ケース（５.８％）は，１９７０

年から２０００年にかけて純DID人口を１,０００人以上増加させた。しかしながら，いくつかの市では，人

口密度の低いDIDの周縁部のDIDからの切り離しを伴う純DID人口の増加である。すなわち，こ

れは，見かけの増加と言える。

　継続的にDIDである地区の純人口増加は，表１１に示すように，５事例のみである。この５事例のう

ち，岩国市のみ，DIDの人口，面積及び人口密度の増加を伴って，継続的にDIDである地区の人口

の純増を記録した。これは，特殊なコンパクト化であるタイプ４に該当する。
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表１０　ネットの人口変化の規模別コンパクト事例数

コンパクト化事例
ネットの人口変化

シェア数
１０.５％６１５,０００人以上減少
３５.７％２０７１,０００～４,９９９人の減少
３２.１％１８６０～９９９人の減少
１５.９％９２１～９９９人の増加
４.８％２８１,０００～４,９９９人の増加
１.０％６５,０００人以上の増加
１００.０％５８０計

表１１　DID人口が継続して純増加した事例

純人口
増加

DID人口密度DID面積DID人口
期間 後前後前後前

人人／㎢人／㎢㎢㎢人人
９６２３,６２８３,２４３３３９,０７０９,０８１１９９０－９５天竜市＊１

（静岡県） １,７３７５,００６３,６２８１３６,３０８９,０７０１９９５－００
８７３,６０５３,５６７２３８,２９１９,６３１１９９０－９５竹原市

（広島県） ６８３,６３４３,６０５２２８,３９５８,２９１１９９５－００
３６０４,７４７４,８０１１１１０５３,１６５４８,００５１９８５－９０三原市＊２

（広島県） ５４,７９０４,７４７１１１１５０,７７０５３,１６５１９９０－９５
１,５０６３,１２３３,０４８２１２０６６,２０３６０,９５０１９８０－８５岩国市

（山口県） ７１８３,１５７３,１２３２２２１７０,７０９６６,２０３１９８５－９０
２,１９８４,１５０３,８０７６８２６,５６３２８,９３３１９９０－９５田川市

（福岡県） ６１４,１７９４,１５０６６２３,９０４２６,５６３１９９５－００
＊１：旧天竜市，現在の浜松市の一部
＊２：旧三原市，現在の新しい三原市の一部



７．お わ り に

　コンパクト・シティは，人口減少期における望ましい都市の形態である。その概念は，主に欧州

諸国において１９９０年代から盛んに議論されているが，定量的には定義されていない。本論は，コン

パクト・シティという静的なものではなく，コンパクト化という動的なものの定義を試みた。DID

のコンパクト化はDIDの面積増加を伴わない人口密度の上昇，市全体のコンパクト化はDIDの人口

シェアの増加と，それぞれ定義できる。これらの定義に基づいて，DIDの人口，面積，人口密度，

人口シェアのデータにより７つのコンパクト化のタイプが抽出される。２つのタイプは，DIDと市

全体の両方の，１つのタイプがDIDについての，残りが市全体についての，それぞれのコンパクト

化である。人口密度と人口シェアが主要指標であることから，いくつかのタイプは，DID人口及び

（または）DID面積の減少による相対的なコンパクト化である。すなわち，いくつかのコンパクト化

の事例は，DIDの衰退を伴っている。

　１９７０-２０００年の６７２市に関する国際調査のデータを用いると，５８０ケースがコンパクト化といえる。

DIDのコンパクト化は１０３である。継続的なDIDのコンパクト化の事例は５ケースに過ぎない。

　このように，多数のDIDは拡大から縮小に移行しているものの，統計分析により抽出される望ま

しいコンパクト化事例は，極めて限られている。人口減少対策なしに，DIDの人口と面積は容易に

減少する。そして，郊外部から中心部への自主的な流入はあまり期待できないため，中心部の活力

と魅力が低下する。したがって，何らかの対策が必要である。国土交通省では，都市中心部での居

住に対する特別基金を設置することを決定したが，総合的な政策の策定が望まれる。また，住民も，

コンパクト・シティの必要性を理解し，協力することが求められる。

注記
⑴　具体的な問題は，『地域に求められる人口減少対策』（平修久，聖学院大学出版会，２００５年，p７２-９４）
を参照されたい。
⑵　『コンパクト・シティ』（海道清信，学芸出版社，２００１年，p２２３）によると，欧州では，コンパクト・
シティは環境政策の推進，都市の活性化，サステナブルな都市の実現のための戦略的な動きの中に位置
づけられている。
⑶　国土交通省のHP（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha01/04/041113_.html#001, May 15, 2005）
⑷　町村合併促進法（昭和２８年法律第２５８号）及び新市町村建設促進法（昭和３１年法律第１６４号）による町
村合併や新市の創設などにより市部地域が拡大され，市部・郡部別の地域表章が必ずしも都市的地域と
農村的地域の特質を明瞭に示さなくなったため，都市的地域の特質を明らかにする統計上の地域単位
として，昭和３５年国勢調査から人口集中地区が設定されている（総務省ホームページ
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/1995/04-02.htm）。総務省では，都市地域の範囲を示しているので，
学校，研究所，神社，寺院，スポーツ・グランドなどの教育及びレクリエーション施設，工場，倉庫，
事務所などの工業施設，オフィス，役所，病院，療養所などの公共及び社会福祉施設を含む国勢調査の
基本調査区はDIDであるとしている。したがって，これらの施設以外の地区に人口が集中しているか，

人口減少期における市街地のコンパクト化について
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これらの施設が５０％以上の基本調査区が人口密度４,０００人/㎢ 以上の他の基本調査区と接しているは
DIDに含めている。

⑸　海道，p２１．
⑹　高密な都市では多少の人口密度の減少が望ましいが，本論ではコンパクト化の定義に主眼を置いて
おり，適切な密度に関しては議論しない。
⑺　非論理的な４つの指標の組み合わせとしては，全市人口が減少という前提のため，①DIDの人口が増
加したのに，人口シェアが低下する，②DIDの人口が増加し，面積が減少したのに人口密度が低下する，
③DIDの人口が減少し，面積が増加したのに人口密度が上昇するというものがある。また，DIDの面積
のみ増加し，その他の３種類の指標が減少することは論理的にありうるが，市全体もDIDもコンパクト
化したとは言えない。
⑻　２つの式の第３項は，２つの時点のDID人口の相違の修正のためのものである。言い換えると，この
項は，DIDでなくなった地区もしくは新たにDIDになった地区の人口を推計するためのものである。し
たがって，平均のDID人口密度が４,０００人/㎢ 以上の場合は，これらの地区の人口密度を４,０００人/㎢ と
想定した。
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